
60

50

40

30

20

10

0

15～
19歳 20

～2
4
25
～2
9
30
～3
4
35
～3
9
40
～4
4
45
～4
9
50
～5
4
55
～5
9
60
～6
4
65
～6
9
70
～7
4
75
～7
9
80
～8
4

85
歳以
上

（万人）

資料：農林水産省「農林業センサス」（組替集計）、「農業構造動態調査」

昭和一桁世代
（1926年～1934年生まれ）

平成7年　256万人　59.6歳
60代以下：205万人

平成17年　224万人　64.2歳
60代以下：135万人

平成27年　175万人　67.0歳
60代以下：93万人

基幹的農業従事者数　平均年齢
60代以下基幹的農業従事者数〔　　　　　〕

（平成30年　145万人　66.6歳）

後継者に
バトンタッチ
できるように
しよう

経営継承対策とは何？

個人経営における経営継承の特徴

農業者の高齢化の進展継承する資産の構成要素

人（経営）の継承

知的資産の継承

資産の継承

　後継者に継承するものには、土地や施設・機械などの「目に見える資産（人・資産）
の継承」だけではなく、「目には見えない資産（知的資産）の継承」もあります。
　円滑に経営を継承するためには、後継者の育成も必要となるため、計画的に時間
をかけて取り組む必要があり、早めの対応がおすすめです。

　農業を支える基幹的農業従事者は年々高齢化し、今後一層の減少が見込まれていることから、担

い手の確保が困難となり、農業の持続可能性が懸念される地域が発生する可能性があります。

事業用資産と個人資産の仕分けが必要
　農業者が居住している自宅の敷地内に農機具格納庫があるなど、農業に必要
となる資産が個人資産と一体化されている場合が多く、特に第三者へ継承をする
際は継承する資産の仕分けが必要になります。

継承を前提とした法人化
　事業用資産が個人資産と明確に区分され、事業の継続性が高まるため、継承
を前提とした法人化に取り組む例もあります。

突然親が亡くなり途方に暮れた
　農業をしていた親が、突然亡くなった。子ども達は農業に携わっておらず、
誰も農業を継ぐ意思がないため、農地をどうするのかなど途方に暮れた。

取引の慣習を継承できず契約解除を通知された
　販売に関することを一人で担当していた母親が急に他界してしまった。
取引先のスーパーからは取引継続の話があり、契約内容の確認はでき
た。取引先との慣習等を十分に把握していなかったため、取引先から度
重なるクレームが入り、最終的には契約解除を通知された。

後継者に資産を集中できない
　個人で農業をしていた父親が他界し、母親・長男・次男への相続が発
生。父親と一緒に農業をしていた長男に農業経営に関する資産をすべて
引き継ごうとしたが、次男が反対したため、結果として規模を縮小せざるを
得なくなった。

経営権 事業用資産（設備・機械、農地等）
資金（運転資金・借入金等）

経営理念　　従業員の技術や技能　　ノウハウ　　経営者の信用
取引先との人脈　　顧客情報　　許認可　　知的財産（ブランド、商標、商号）

これからの明るい農業の未来に向けて、
皆さまをご案内いたします。

個人資産

（注）基幹的農業従事者とは、販売農家の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者（家事や育児が主体の主婦や学生等は含まない。）
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